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追跡調査精度と粗生存率 

 

        石原 俊一 

 

最近、新聞・週刊誌等のマスコミや病院のホームページなどで病院別に各癌

腫の生存率が公表されることがしばしば見られます。当然のことではあります

が、患者は「生存率は 1％でも高い方がよい」と考え、公表される数字のみが注

目されることとなります。そうなると、 

公表される生存率の差 ＝ 診療レベルによる差 

公表される生存率が高い ＝ 治癒する可能性が高い 

というように短絡的に考える患者も多いと思われます。 

生存率に影響を与える代表的なものとして「病期分類」があります。そもそ

も病期分類とは腫瘍の進展度から予後良好な群と予後不良な群を分離するため

のものであり、Ⅰ期の方がⅣ期よりも生存率が高いことは当然のことです。そ

のほか、「年齢」（通常は高齢者の方が予後不良）、「PS」（通常は PS 0の方が PS 

4 よりも予後良好）、「合併症」（通常は合併症ありの方が予後不良）などがあり

ます。また、「スタッフの熟練度」（通常は熟練度の高いほうが予後良好）も影

響すると考えられます。「手術数や治療症例数が多い」＝「スタッフの熟練度が

高いはず」＝「生存率が高いはず」ということで手術数や治療症例数などによ

りランキングをつけた書物がいくつも発行されています。当然ですが「治療法」

も重要で、Ⅲ期非小細胞肺癌では全身状態良好の患者であれば放射線治療単独

よりも化学放射線療法の方が生存率は高くなると思われますし、切除可能大腸

癌（内視鏡的切除不能）であれば、放射線治療よりも手術の方が生存率は高く

なると考えます。すなわち基本はエビデンスレベルの高い臨床試験で証明され

た標準治療ということになります。 

 そのほか 「追跡調査精度」 も生存率に影響を与えるとの報告が散見されま

す(1)(2)。 以前、名古屋大学医学部附属病院にて根治的放射線治療を施行した非

小細胞肺癌患者の Kaplan-Meier法による粗生存率を、カルテ情報のみから算出

したものと、さらに追跡調査を施行して算出したものとで比較したことがあり

ます。 
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その概要を以下に示します。 

対象症例は 2000 年 1 月から 2008 年 12 月に名古屋大学医学部附属病院で根

治的放射線治療を開始した非小細胞肺癌Ⅱ～Ⅲ期（UICC2002）の 98例でした。

カルテ情報で予後が判明しなかったのは 98 例中 28 例（29%）で、その後の追

跡調査で 3 人の生存と 25 人の死亡が確認されました。死亡が確認された 25 人

において、最終受診日から死亡までの期間の中央値は 4ヶ月でした。その結果、

「追跡調査なし」では 3年/5年粗生存率はそれぞれ 32%、30%で、「追跡調査あ

り」では 24%、20%となっていました（図）。つまり、５年粗生存率はカルテ情

報のみでは 30%だったのが、追跡調査をすることにより 20%に低下するという

ことです。 

非小細胞肺癌をはじめとする予後不良な疾患の場合、患者の大多数は治療の甲

斐なく原病死となります。つまり多数の患者は再発・増悪により PS低下を来た

します。大学病院では遠方から通院している患者も多く、通院自体が困難とな

ります。名古屋大学医学部附属病院など緩和病棟を持っていない医療機関では

自宅近くの病院や開業医、ホスピスに紹介することが多くなります。そうなる

と今回の調査では他院へ紹介後中央値 4ヶ月でお亡くなりになっています。 
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追跡調査にはそれなりの労力が必要です。転院先への手紙、自宅への電話、

さらにはカルテに記載されている緊急連絡先に連絡することもありますし、病

院の事務部門にお願いして、住民票を確認する場合もあります。また、転院先

に経過を問い合わせる手紙を書いても返事がいただけない場合も１～2 割くら

いあり、直接電話でお願い（催促）したこともありました。このように直接診

療とは関係のない仕事を頑張った結果、粗生存率が低下するということになり

ます。真摯に追跡調査を施行すればするほど、マスコミや病院のホームページ

で公表される粗生存率が低下してしまうのです。 

がんセンターなど一部の医療機関では通院しなくなった患者の追跡調査は、

専門の部署が担当していると聞いていますが、前任の名古屋大学医学部附属病

院、現在の豊橋市民病院をはじめとして、ほとんどの医療機関では「治療成績

を調査しよう」と思った医師が「個人で努力している」のが現状であると思い

ます。しかし、この追跡調査という作業は医師個人の仕事でしょうか。テレビ

ドラマ「ドクターX～外科医・大門未知子～」では米倉涼子演じる主人公が「医

師免許がなくてもできる仕事は一切いたしません」と言い切っています。私も

「医師免許がなくてもできる仕事」はできるならやりたくないですが、「一切し

ない」わけではありません。しかし、追跡調査は医師個人の仕事ではなく、病

院および行政の仕事ではないかと思います。 

平成 25年 12月 13日に公布された「がん登録等の推進に関する法律」(3)の抜

粋を以下に示します（平成 28年 1月施行予定）。 

 

第１条…がんの罹患、診療、転帰等の状況の把握及び分析その他のがんに係る

調査研究を推進し、… 

第五条…原発性のがんごとに、登録情報（次に掲げる情報…）…を記録し、及

び保存するデータベースを整備しなければならない。 

 九 当該がんに罹患した者の生存確認情報… 

第二十条…当該病院等の管理者から、当該病院等から届出がされたがんに係る

都道府県がん情報の請求を受けたときは、全国がん登録データベースを用いて、

その提供を行わなければならない。… 

 

つまり、生存確認情報を含めたデータベースの整備が義務付けられ、がん登

録をした医療機関の管理者が都道府県知事に対して、その患者情報を請求する

と、全国がん登録データベースから調査し、提供してもらえるということのよ

うです。中央では法務省に提出される死亡診断書情報も参照できるとするなら、
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死因も調査可能ということになります。近い将来、追跡調査は医師個人ではな

く病院および行政の業務になると信じたいと思います。 
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    （豊橋市民病院 放射線科部長） 

 

 

 

 

 


